
11月 3日・文化の日
23日・勤労感謝の日

（霜月） November

環境対策のため、自動車税（地方税）を、窒素酸化物などの排出
ガスが少なく環境負荷の小さい自動車に対しては最大50％軽減し、
逆に環境負荷の大きい自動車に対しては10％重課する制度。平成
16年度に自動車税が軽減されたのは178万台で軽減額は221億円、
重課は504万台で164億円にのぼっています。

あ
け
ま
し
て

お
め
で
と
う

ご
ざ
い
ま
す

国　税／10月分源泉所得税の納付
11月10日

国　税／所得税予定納税額の減額申
請 11月15日

国　税／所得税予定納税額第2期分
の納付 11月30日

国　税／9月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等）11月30日

国　税／12月、3月、6月決算法人の
消費税等の中間申告
（年3回の場合）11月30日

国　税／3月決算法人の中間申告
11月30日

国　税／個人事業者の消費税等の中
間申告 11月30日

地方税／個人事業税第2期分の納付
都道府県の条例で定める日

労　務／労働保険料第3期分の納付
11月30日

（労働保険事務組合委託の　　
場合12月14日まで）
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11月号 2

終
身
雇
用
を
前
提
と
し
た
長
期
勤
続

を
優
遇
す
る
「
退
職
金
制
度
」
が
時
代

の
変
化
で
見
直
さ
れ
つ
つ
あ
る
中
、「
税

制
適
格
退
職
年
金
」（
以
下
、
適
格
年
金
）

は
、
平
成
十
四
年
度
以
降
の
新
設
は
認

め
ら
れ
ず
、
平
成
二
十
四
年
三
月
三
十

一
日
を
も
っ
て
廃
止
さ
れ
る
こ
と
に
な

っ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
退
職
金
制
度

の
見
直
し
に
関
し
て
税
務
面
も
含
め
て

Ｑ
＆
Ａ
方
式
で
整
理
し
て
み
ま
す
。

■
■１　
年
金
制
度

わ
が
国
の
年
金
制
度
は
、
三
階
建

て
の
構
造
と
表
現
さ
れ
る
よ
う
で
す

が
、
ど
う
い
う
こ
と
で
し
ょ
う
か
。

図
表
１
に
示
す
よ
う
に
、
一
階

に
全
国
民
共
通
の
基
礎
年
金
で
あ

る
国
民
年
金
、
二
階
に
被
用
者
年
金
で

あ
る
厚
生
年
金
保
険
（
公
務
員
の
場
合
、

共
済
年
金
）、
三
階
に
企
業
が
独
自
に
行

う
私
的
年
金
（
企
業
年
金
）
で
あ
る
厚

生
年
金
基
金
や
適
格
年
金
と
い
う
構
造

で
す
。

適
格
年
金
に
つ
い
て
も
っ
と
詳

し
く
教
え
て
く
だ
さ
い
。

代
表
的
な
企
業
年
金
の
一
つ
で

あ
り
、
法
人
税
法
に
基
づ
く
一
定

の
条
件
に
適
合
し
た
退
職
金
の
外
部
積

立
制
度
に
、
税
法
上
の
優
遇
措
置
が
与

え
ら
れ
る
点
が
特
徴
で
す
。
こ
の
た
め
、

「
税
制
適
格
退
職
年
金
」
と
言
わ
れ
ま
す
。

法
人
税
法
に
基
づ
く
一
定
の
条
件
と

は
、
①
退
職
金
（
年
金
・
一
時
金
）
支

給
を
目
的
と
す
る
こ
と
、
②
生
命
保
険

会
社
、
信
託
銀
行
等
と
契
約
を
締
結
し
、

掛
金
等
を
払
い
込
む
こ
と
、
③
年
金
数

理
に
基
づ
く
財
政
運
用
が
さ
れ
る
こ
と
、

④
い
っ
た
ん
払
い
込
ま
れ
た
掛
金
は
事

業
主
に
返
還
さ
れ
ず
、
制
度
廃
止
の
場

合
は
従
業
員
に
支
払
わ
れ
る
こ
と
な
ど
、

全
部
で
一
四
の
要
件
が
あ
り
、
そ
れ
ら

の
す
べ
て
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
、

国
税
庁
長
官
の
承
認
が
必
要
と
な
っ
て

い
ま
す
。

税
法
上
の
優
遇
措
置
と
し
て
は
、
次

の
二
つ
が
あ
り
ま
す
。

①

事
業
主
が
拠
出
し
た
掛
金
は
全
額

損
金
算
入

②

掛
金
は
給
与
所
得
と
み
な
さ
れ
ず
、

受
取
時
ま
で
課
税
繰
り
延
べ
（
年
金

は
雑
所
得
、
一
時
金
は
退
職
所
得
と

し
て
、
受
給
時
に
課
税
）

企
業
年
金
制
度
の
前
身
は
、
退
職
一

時
金
制
度
で
、
企
業
内
で
留
保
さ
れ
る

退
職
一
時
金
制
度
に
つ
い
て
は
、
退
職

給
与
引
当
金
と
し
て
一
定
率
ま
で
税
制

優
遇
措
置
が
あ

り
ま
し
た
が
、

段
階
的
に
そ
の

率
が
引
き
下
げ

ら
れ
、
平
成
十

四
年
度
か
ら
廃

止
と
な
っ
て
い

ま
す
。

ま
た
、
平
成

十
四
年
四
月
か

ら
施
行
さ
れ
た

確
定
給
付
企
業

年
金
法
に
よ
り
、

適
格
年
金
は
平

成
二
十
四
年
三

月
三
十
一
日
ま

で
一
〇
年
間
の

経
過
期
間
を
も

っ
て
廃
止
さ
れ

る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。
こ
れ

に
伴
い
、
企
業

年
金
は
、
図
表
２
の
よ
う
に
確
定
給
付

制
度
と
し
て
、
①
厚
生
年
金
基
金
、
②

確
定
給
付
企
業
年
金
（
基
金
型
）、
③
確

定
給
付
企
業
年
金
（
規
約
型
）、
確
定
拠

出
制
度
と
し
て
、
④
確
定
拠
出
年
金

（
日
本
版
４
０
１
Ｋ
）
の
計
四
つ
に
再
編

さ
れ
ま
し
た
。

A

A

Q

Q

退
職
金
制
度 
退
職
金
制
度 

税
務
税
務 
税
務 

の と 

見
直
し

見
直
し 

見
直
し 

〈図表1〉年金の種類 

〈図表2〉企業年金再編イメージ 

１階 

２階 

３階 

国民年金（基礎年金） 

国民年金基金 
（任意） 

厚生年金基金 
厚生年金基金 確定給付企業年金 

確定拠出年金 

厚生年金 共済年金 

厚生年 
金基金 職域加算部分 

適格退 
職年金 

自営業者 
（第1号被保険者） 

サラリーマン・公務員 
（第2号被保険者） 

サラリーマンの妻 
（第3号被保険者） 

適格年金 

基金型 

規約型 

継続 

移行 

移行 

※平成14年度以降新設不可 
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■
■２　
退
職
金
制
度

会
社
は
退
職
金
を
支
払
う
義
務

が
あ
り
ま
す
か
。

会
社
は
退
職
金
を
支
払
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
法
律
は
あ

り
ま
せ
ん
。
い
わ
ば
、
会
社
の
任
意
で

支
払
い
を
決
め
ら
れ
ま
す
が
、
約
九
割

の
会
社
が
何
ら
か
の
形
で
退
職
金
制
度

を
導
入
し
て
い
る
よ
う
で
す
。

退
職
金
制
度
を
設
け
た
場
合
の

拘
束
力
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
す

か
。労

働
基
準
法
で
、
常
時
一
〇
人

以
上
の
従
業
員
を
使
用
す
る
場
合
は
、

労
働
基
準
監
督
署
へ
就
業
規
則
の
届
出

義
務
が
あ
り
、
制
度
と
し
て
退
職
金
制

度
を
設
け
る
場
合
に
は
、
適
用
さ
れ
る

労
働
者
の
範
囲
、
退
職
手
当
の
決
定
、

計
算
、
支
払
方
法
、
支
払
時
期
を
記
載

し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
制
度
を
設
け
た

場
合
は
賃
金
と
同
じ
く
会
社
に
支
払
義

務
が
発
生
し
ま
す
。

■
■３　
適
格
年
金
か
ら
他
制
度
へ
の
移
行

適
格
年
金
が
解
約
さ
れ
た
場
合
、
積

立
金
は
按
分
さ
れ
、
全
額
従
業
員
に
引

き
渡
さ
れ
ま
す
（
解
約
返
戻
金
）。
そ
し

て
、
解
約
返
戻
金
は
、
一
時
所
得
と
し

て
課
税
さ
れ
ま
す
。

一
時
所
得
の
場
合
、
特
別
控
除
は
五

〇
万
円
で
す
が
、
退
職
所
得
扱
い
に
な

る
と
、
図
表
３
の
よ
う
に
控
除
額
が
多

い
上
、
分
離
課
税
に
よ
る
メ
リ
ッ
ト
も

あ
る
の
で
、
積
立
金
を
移
行
す
る
こ
と

が
有
利
と
な
り
ま
す
。

■
■４　
移
行
例

（
中
小
企
業
退
職
金
共
済
制
度
の
ケ
ー
ス
）

平
成
十
四
年
四
月
よ
り
、
適
格
年
金

は
中
小
企
業
退
職
金
共
済
制
度
（
中
退

共
）
へ
移
行
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
お

り
、
実
際
に
適
格
年
金
の
積
立
金
を
中

退
共
に
移
行
す
る
中
小
企
業
が
増
加
し

て
い
る
よ
う
で
す
。
こ
こ
で
い
う
中
小

企
業
は
、
中
小
企
業
基
本
法
に
定
め
る

中
小
企
業
で
、
図
表
４
の
と
お
り
で
す
。

な
お
、
既
加
入
の
会
社
は
移
行
で
き

ず
、
新
規
加
入
の
み
移
行
可
能
で
す
。

中
退
共
は
中
小
企
業
の
た
め
の
社
外
積

立
型
の
退
職
金
制
度
で
、
従
業
員
が
退

職
し
た
際
に
納
付
実
績
に
応
じ
た
基
本

退
職
金
と
予
定
利
回
り
を
上
回
っ
た
場

合
の
付
加
退
職
金
を
合
算
し
て
、
従
業

員
に
直
接
支
給
す
る
制
度
で
す
。
基
本

退
職
金
は
、
利
回
り
に
よ
っ
て
改
定
さ

れ
ま
す
（
平
成
十
七
年
四
月
現
在
一
％
）。

中
退
共
へ
の
移
行
に
あ
た
っ
て
は
、

確
定
拠
出
年
金
の
よ
う
に
適
格
年
金
の

積
立
不
足
解
消
は
求
め
ら
れ
ず
、
今
あ

る
積
立
金
が
そ
の
ま
ま
移
行
さ
れ
る
だ

け
で
す
。
ま
た
、
移
行
後
も
確
定
給
付

企
業
年
金
の
よ
う
に
積
立
不
足
の
解
消

を
中
退
共
か
ら
求
め
ら
れ
る
こ
と
は
あ

り
ま
せ
ん
。

し
た
が
っ
て
、
退
職
金
規
程
が
そ
の

ま
ま
の
場
合
は
、
掛
金
拠
出
の
増
加
で

自
主
的
に
埋
め
合
わ
せ
を
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
ま
た
、
掛
金
増
加
が
困
難

で
あ
れ
ば
退
職
金
規
程
の
変
更
に
よ
り
、

支
給
水
準
の
見
直
し
（
退
職
金
額
の
引

き
下
げ
）
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
そ
れ
ぞ
れ
の
会
社
の
事
情
を
十
分

に
考
慮
し
て
判
断
す
る
こ
と
が
大
切
で

す
。

A Q

〈図表3〉退職所得控除額 

〈図表4〉中小企業の範囲 

勤続年数 

20年以下 

20年 超 

退職所得控除額 

勤続年数 × 40万円（80万円以下の場合には、80万円） 

（ 勤続年数 － 20年 ）× 70万円 ＋ 800万円 

小売業 
従業員数50人以下または 
資本金5,000万円以下のいずれか 

一般業種 
従業員数300人以下または 
資本金3億円以下のいずれか 

サービス業 
従業員数100人以下または 
資本金5,000万円以下のいずれか 

卸売業 
従業員数100人以下または 
資本金1億円以下のいずれか 

A Q
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す
っ
か
り
お
馴
染
み
の
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク

シ
ョ
ン
。
こ
こ
で
は
、
出
品
し
て
得
ら
れ

る
収
入
と
所
得
税
と
の
関
係
を
み
て
み
ま

し
ょ
う
。

売
却
し
た
資
産
を
次
の
区
分
に
分
け
、

所
得
税
の
課
税
対
象
と
さ
れ
る
か
ど
う
か

判
断
し
ま
す
。

１

課
税
対
象
品
…
一
個
又
は
一
組
の
価

額
が
三
〇
万
円
を
超
え
る
貴
金
属
、
書

画
、
骨
董
品
等

２

非
課
税
対
象
品
…
日
常
生
活
で
使
用

し
て
い
た
家
具
、
衣
類
、
家
電
製
品
等

課
税
対
象
品
目
を
売
却
し
た
場
合
に

は
、確
定
申
告
を
す
る
こ
と
が
原
則
で
す
。

た
だ
し
、
給
与
所
得
者
で
一
箇
所
か
ら
支

払
を
受
け
る
給
与
等
の
金
額
が
二
千
万
円

以
下
、
か
つ
、
給
与
所
得
以
外
の
所
得
が

二
〇
万
円
以
下
の
場
合
や
二
箇
所
以
上
か

ら
給
与
等
の
支
払
を
受
け
て
い
る
場
合

で
、
従
た
る
給
与
等
の
金
額
と
給
与
所
得

以
外
の
所
得
の
合
計
額
が
二
〇
万
円
以
下

で
あ
る
場
合
な
ど
は
確
定
申
告
が
不
要
と

な
り
ま
す
。

利
益
が
順
調
に
計
上
さ
れ
る
会
社
に

お
い
て
は
、
そ
の
決
算
対
策
と
し
て

色
々
な
方
策
が
採
ら
れ
て
い
る
と
思
い

ま
す
。
た
だ
し
、
ち
ょ
っ
と
し
た
思
い

込
み
で
税
務
当
局
か
ら
否
認
を
受
け
る

こ
と
も
少
な
く
な
い
よ
う
で
す
。
こ
こ

で
は
、
役
員
報
酬
の
捉
え
方
を
見
て
い

き
ま
す
。

使
用
人
に
対
す
る
給
与
は
、
労
働
に

対
す
る
対
価
と
し
て
雇
用
契
約
に
基
づ

き
支
払
わ
れ
る
も
の
で
、
日
々
の
労
働

に
よ
り
会
社
側
に
給
与
の
支
払
義
務
が

発
生
す
る
た
め
、
給
与
の
締
切
日
が
二

十
五
日
と
な
っ
て
い
る
場
合
に
は
、
二

十
六
日
か
ら
月
末
ま
で
の
未
払
給
与
の

計
上
は
税
務
上
も
認
め
ら
れ
て
い
ま

す
。こ

れ
に
対
し
、
役
員
報
酬
は
、
会
社

の
業
務
執
行
に
関
す
る
包
括
的
な
委
任

契
約
に
基
づ
く
対
価
で
あ
り
、
日
割
計

算
は
馴
染
ま
ず
、
使
用
人
と
同
じ
よ
う

な
未
払
給
与
の
計
上
は
認
め
ら
れ
て
い

ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

ネ
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土地・建物の売却に伴い、売却日
から年末までの期間に対応する未経
過分の固定資産税を売却代金とは別

に精算した場合には、どのように取扱えばよ
いのでしょうか？

固定資産税や都市計画税は、その
年１月１日時点の所有者に対して１
年分の税金が課税されます。そこで、

年の中途に土地・建物を売却したような場合
には、売却日から年末までの期間は購入者の
所有期間となることから、この未経過期間分
の固定資産税を購入者に請求することが間々
見受けられます。
実は、未経過期間に対応する固定資産税は

必ず精算しなければならないものではありま
せん。
つまり、購入者との間で精算された固定資

産税は、購入者が納税義務を負うべきもので
はなく、固定資産税を精算するということは、
あくまでも売買価格決定の一手法に過ぎない
ので、精算金は売買代金の一部分として認識
しなければならないのです。
したがって、建物を売却した場合に精算し

た固定資産税の精算金は建物の売却代金とし
て認識し、課税売上高として預り消費税を認
識しなければなりません。また、土地を売却
した場合に行った固定資産税の精算金は土地
の売却代金として認識し、非課税売上高とし
て取扱い、課税売上割合に影響します。
なお、裏を返すと建物を取得した際の固定

資産税の精算金は、租税公課ではなく、建物
の購入代金として課税仕入高に該当すること
になります。
〔参考〕よく似たケースで、中古自動車の売買
のときに自動車税等の精算をすることも珍
しくありませんが、こちらも前述の固定資
産税精算金と全く同じ考え方で、その精算
金を売買代金に含めて処理することとなり
ます。

固定資産税の精算金は対価？

税金 
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